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１．本研究の背景と目的
　日本における社会福祉の歴史研究では、大正期から終戦時に至る期間を社会事業と戦時
厚生事業に区分している。たとえば吉田（1981：307）は、米騒動が起こる1918（大正7）
年から日中戦争前年の1936（昭和11）年までの期間を社会事業、日中戦争から1945（昭和
20）年の終戦時までの期間を戦時厚生事業の時期に位置づけている。また、池田（1986：
39-40）は、1917（大正6）年の内務省地方局救護課設置から1932（昭和7）年の救護法施
行までの期間を社会事業、1932（昭和7）年の救護法施行から1945（昭和20）年の終戦時
までの期間を戦時厚生事業の時期に位置づけている。
　このうち、大正期から始まった社会事業について、吉田（1979：64-65）は「アメリカ
にみられるような内在的な処遇の専門化等よりも、外的な米騒動や社会運動対策の要請か
らの救済事業の積極化」により成立したと論じ、「防貧の勃興＝社会事業の成立には、政
治的政策的要請が前提にある」と指摘している。また、池田（1994：112）によれば「本
来社会事業の形成とは、個人を基軸とする自由主義的な慈善事業の組織化と専門化を通じ
てその社会化をもたらすものであり、新たな社会共同を通じて自由がもたらす生活不安の
克服をめざすものであった。ただ日本においては、その前提とする自由がきわめて不十分
で、その社会的編成が国家によって強力に指導されていた」という。つまり、両者の歴史
学的な分析概念は「政治的・政策的要請」（吉田）や「国家によって強力に指導」（池田）
といった「国家や政治的なもの」（Kocka=2000：129）といえよう。では、当時の社会事
業は、どのような内容であったのだろうか。
　1923（大正12）年に『社会事業綱要』を著した生江孝之（1923：50-52）は、「社会事業
の内容範囲等は渾沌たるものであり、殊に斯業が近時益々弾力性に富んだものとなり複雑
を極めつつあるので、従って之が分類等も到底適確たることを期し難い」と述べ、「内務
省社会局に於て管理する事業」の類型化を試みている。（表1）
　表1からも理解できるとおり、1920（大正9）年に設立された内務省社会局は、❶一般的
機関（社会事業にかかわる行政機関、関係団体など）、❷窮民救助（生活困窮者の保護・救済）、
❸特別救護（傷病兵・軍人遺族の救護、災害救護など）、❹医療的保護（病院および療養所、
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診療所など）、❺経済的保護（職業紹介、授産など）、❻社会教化（矯風事業、隣保事業など）、
❼児童保護（胎児・乳児・幼児・妊産婦の保護、就学児童保護、学童給食、少年職業相談
所、児童遊園、児童図書館、児童鑑別・一時保護、被虐待児童保護、障害児・病弱児の保
護など）といった社会事業を所管していた。
　1923（大正12）年当時、「内務省社会局に於て管理する事業」で事業数が最多の類型は「第
七類　児童保護」である。その多くは現代の児童家庭福祉や母子保健、特別支援教育など
に類似した内容といえよう。
　一方、「第七類　児童保護」の「労働児童保護（少年職業相談所、少年宿泊所）」は、児
童労働問題と児童保護の両面にかかわる事業である。野澤（1986：6-7）によれば、1911
（明治44）年制定の工場法（法律第四十六号）は「国家法による最初の本格的な児童保護
表1　「内務省社会局に於て管理する事業」（生江、1923）
第一類　一般的機関 （1）行政機関　（ｲ）中央機関　（ﾛ）地方機関（府県社会課、市社会局または課）
（2）連絡統一機関（社会事業協会）　（3）調査研究並び教育機関
（4）委員制度（救済委員、児童保護委員）　（5）援助機関
第二類　窮民救助 （1）院内救助（養育院、養老院）　（2）院外救助
第三類　特別救護 （1）軍事救護 1.傷病兵救護 2.軍人遺族救護　（2）災害救護　（3）行旅病人
救護
第四類　医療的保護 （1）病院及び療養所　（2）診療所　（3）委託診療業、病者慰安　（4）巡回
看護
第五類　経済的保護 （1）職業紹介　（2）授産　（3）宿泊保護　（4）住宅供給　（5）公設浴場
（6）簡易食堂　（7）公設市場　（8）小資融通（公益質屋）
第六類　社会教化 （1）矯風事業（禁煙、禁酒、婦人救済、風俗改良）　（2）隣保事業
（3）部落改善　（4）動物虐待防止
第七類　児童保護 （1）胎児、乳児及び幼児保護：１.妊産婦保護（無料産婆、産院）２.乳幼
児保護（児童健康相談所、昼間保育所）
（2）就学児童保護：１.貧児教育（学校、夜学校、子守学校、学童保護会）２.学
童給食　３.戸外学校
（3）労働児童保護（少年職業相談所、少年宿泊所）
（4）遊戯体育及び教化：１.遊戯及び娯楽（児童遊園、娯楽場）２.教化（児
童図書館）
（5）児童の福利増進運動（児童保護協会、児童保護展覧会）
（6）特殊児童の保護：１.児童鑑別及び一時保護（児童鑑別所、児童保護
所）２.被虐待児童保護　３.育児事業（養育費給与、家庭委託及び院内養育）
４.感化教育（感化院）５.身体異常児保護（盲唖の教育及び保護、その他
不具児保護、吃音矯正）６.精神異常児保護（低脳児白痴児等の保護）７.病
児保護
備考：1）生江孝之『社会事業綱要』（1923：50-52）に基づき筆者作成。2）表記は当用漢字に改め
たが表現は原文のままである。
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であった。それは、義務教育制度の完全実施を実質的に保障する条件にもなったという意
味で、教育史上にも重要な意義をもつものであった。また何よりも産業の社会的収奪から
の保護であったこと、親権の濫用に対する一定の制限を意味していた」という。
　たとえば高瀬（2003：155）は、1911（明治44）年の工場法制定から1923（大正12）年
の改正工場法・工業労働者最低年齢法制定に至る過程を「学校を媒介とした〈教育〉によ
る少年労働保護の成立（中略）すなわち、職場以外での保護―とくに社会政策的な保護」
と位置づけ、「義務教育への就学保障という最低年齢法（筆者注：工業労働者最低年齢法）
の保護から、労働市場への移行、さらには職場への定着といった一連の過程までも包括す
る少年職業紹介へと、〈教育〉による保護は拡張していった」と論じている。
　また、「工業に使用し得る最低年齢が12歳以上から14歳以上へと引き上げられていく過
程」を分析した榎（2012：29-30）は「工場法の不備が幼年工の使用を合法化し、工業化
の進展に伴う労働力不足が年少者の雇用を促進した」と指摘し、「法整備が進み、ひとま
ず義務教育の修了が保障されると、年少労働者の保護は小学校卒業時点での適切な職業指
導に委ねられることになった」と論じている。
　両者の先行研究は、工場法および工業労働者最低年齢法の制定過程に基づく児童労働・
少年労働保護・児童保護と義務教育制度の関連性を分析・考察している。しかしながら、
1911（明治44）年の工場法制定から1916（大正5）年の法律施行までの期間における児童
労働問題の解決と児童保護の実態は解明されていない。
　榎（2012：19-20）によれば、工場法の「施行時に10歳以上で引き続き雇用されているもの」
は「許可を得て10歳から働くことが可能」という例外規定があり、工場法施行後の「1917
年末現在で13万人余りの子どもたちが合法的に職工として工場で働いていた」という。榎
は工場法の例外規定に基づく児童労働の実態を解明しているが、工場法施行後における児
童労働問題の解決と児童保護の実態解明は今後の研究課題である。
　さらに前出の高瀬（1998：179）は「1925（大正14）年７月に出された『少年職業紹介
ニ関スル件依命通牒』から1938（昭和13）年の職業紹介所国営化までの期間における少年
職業紹介事業」を分析し、「職業指導における青少年の職業紹介」が「社会政策」として
位置づけられた「制度化過程」を考察している。高瀬によれば「少年職業紹介」は「社会
事業としての先駆的実践として、1919年に発足した三田谷啓らによる大阪市児童相談所、
のち大阪市少年少女職業相談所や1921年にできた安田亀一、高峰博らによる東京市中央職
業紹介所性能審査少年職業相談部など」があったという。このうち『東京市中央職業紹介
所性能審査少年職業相談部』は、公的な職業紹介事業制度の基盤となる職業紹介法が制定
された1921（大正10）年に設立されている。高瀬の研究は「少年職業紹介」が制度化され、
社会政策として変容する過程を解明している。しかしながら、制度化以前の職業紹介事業
における児童労働問題の解決と児童保護の実態解明は今後の研究課題である。
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　このように児童労働問題と児童保護を主題とした先行研究は、明治末期から大正期にお
ける労働・教育政策と児童保護の関連性を解明している。しかしながら、❶1911（明治
44）年の工場法制定から1916（大正5）年の法律施行までの期間における児童労働問題の
解決と児童保護、❷工場法施行後における児童労働問題の解決と児童保護、❸1921（大正
10）年の職業紹介法制定前の職業紹介事業における児童労働問題の解決と児童保護の実態
解明は今後の研究課題である。
　また、研究課題❶・❷・❸が対象とする時期と前述した社会事業の時期区分（吉田・池
田）を照合するならば、工場法制定の1911（明治44）年から職業紹介法制定の1921（大正
10）年に至る期間は、社会事業が始まる1917・1918（大正6・7）年の前後である。
　既述したように池田（1986：39-40）は、社会事業が始まる契機として1917（大正6）年
の内務省地方局救護課設置を位置づけた。一方、生江（1923：50-52）が類型化した「労
働児童保護」などの社会事業（表1）は、1920（大正9）年設立の「内務省社会局に於て管
理する事業」である。つまり、1917（大正6）年から始まる内務省の組織的変遷は、児童
労働問題の解決および児童保護の制度化を包含する歴史的事象といえよう。
　以上の議論を先行研究の課題として整理するならば、社会事業の行政施策として「労働
児童保護」が確立する以前、誰がどのように児童労働問題の解決および児童保護に取り組
んでいたのかという実証的な研究課題を導出できる。さらに吉田・池田の研究成果は、社
会事業の成立という「歴史的現実が主として『国家から』把握され叙述されている」点
（Kocka=2000：68）が特徴であり、政策的側面だけでなく、経済的側面および「政治と経
済のはざまに位置する社会」（Kocka=2000：129）という側面から児童労働問題の解決と
児童保護の実態を論究する課題が残されている。
　そこで本研究は、「多種多様な生活領域や行動領域」の「諸要因と諸次元が歴史の現実
のなかで複雑に絡み合っているその因果関係や相互依存、相互作用などを、その変化の相
に照らして」分析・考察する社会構造史（Kocka=2000：130-132）の方法論に基づき、工
場法制定の1911（明治44）年から職業紹介法制定の1921（大正10）年に至る期間の児童労
働問題の解決と児童保護の実態（以下「児童保護の実践」という）を解明する。
２．本研究の方法と対象
　社会構造史を提唱したKocka（=2000：72-73）は、「歴史主義」について「個性原理を
強調したことはよく知られているが、（中略）この個性原理の枠組みにあっては、社会的
な大量現象や集合現象について研究をおこなうよりは、個性として把握された国家の発展
に対する関心を研究に実現させる」方法論であると論じている。また、彼は「歴史主義に
特有な概念として、理念的な人格概念や行為概念が挙げられる。（中略）それらの概念が
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重視していたのは、社会的な『諸関係』や『諸状況』それ自体というよりも、同定可能な
行為主体の態度や行為であった」と述べている。
　そのうえでKocka（=2000：241）は、社会構造史が「おもに注意を向けるのは、個々人
の動機や決定、行為それ自体ではない。むしろ歴史における人間の行為の諸条件や許容範
囲、可能性」であり「相対的に持続的で変化しにくい現象や、長期にわたって漸進的に変
化する現実層である」と論じている。さらにKocka（=2000：130-132）は、社会構造史の「理
論的準拠枠」に関して、❶研究対象を限定するための基準および議論可能な認識目標の設
定、❷通時的観点と共時的観点とを組み合わせながら諸々の現実領域を結合する仮説の提
供、❸適切な時期区分を設定するための指針の提供、❹複数の社会を共時的かつ通時的に
比較するための概念的道具の提供、❺社会の部分的な問題を対象とした理論や説明モデル
に適用する包括的な理論という要件を挙げている。そして上記の要件を「部分的にでも充
足できる」理論的命題の一つとして「近代化論」を提示している。
　Kocka（=2000：138-139）によれば、「近代化論」の理論的命題は「精神史や国制史、
政党史のなかで取り組まれてきた重要問題を、改めて社会史のテーマとして取り扱い、少
なくともある程度までそれを解決できるというメリット」がある一方、「そもそも近代化
の基準が何であるのかを、（中略）確定するのはじつに困難だ」という。また、Kockaは「近
代化論」の理論的命題について「工業化と自由民主主義が同時に進行するという（中略）
西欧の発展モデルを比較の基準にしている」と論じている。
　たとえばLe Goff（=1999：71-72）は「《近代》への突破の成功が《古代》の価値を破壊
しなかったバランスのとれた近代化」のモデルとして日本を例示している。Le Goff（=1999）
によれば、大政奉還がおこなわれた1867（慶応3年）に始まる「明治の近代化は、産業革
命と十九世紀の諸発見が広まっていた時期に、身分制社会の上層部によって決定された。
このことが日本をして近代諸国の隊列に迅速に加わることを可能にしたのであり、した
がってこの改革は『西洋的技術の受容と伝統的な諸価値の保存』によって特徴づけられて
いる」という。
　このようにLe Goffが論じた日本の「近代化」は「西欧の発展モデルを比較の基準にし
ている」一例である。しかしながら、Le Goffは議論の前提として、西洋以外の「諸国は
そのほとんどすべてが、近代化と西洋化とは等価であるのかという問題に直面しており、
（中略）さらにまたほとんどすべての国において、社会的・文化的近代化と、それとは異
なる物質的な近代化、すなわち技術的・経済的な近代化とが区別されている」という。
　KockaとLe Goffの議論を整理するならば、工業化と自由民主主義が同時に進行する近代
化すなわち「西欧の発展モデル」は、西欧諸国の社会的・文化的側面と不可分である。一
方、日本の近代化は、独自の社会的・文化的側面を保持しつつ、工業化を進展させた「西
洋的技術の受容と伝統的な諸価値の保存」が特徴である。したがって、大正期以降の社会
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事業も「西欧の発展モデル」と異なる社会的・文化的側面が内在しているのではないか。
　吉田（1979：122-123）によれば、英国は「組織化＝『専門化』『社会化』＝社会事業
の近代化」が特徴であり、米国は「『専門化』『科学化』『職業化』が組織化の主流となり、
慈善事業から脱皮して社会事業の成立」に至ったという。そして「英米の先進国型の組織化」
は「社会性＝市民性＝普遍性、専門性＝人格性＝個別性」が共通点であり「内的発展の『連
続性』が濃厚なことである。これに対して日本社会事業の展開には、内的要因が未熟で外
的要因が大きいため、その『連続性』が希薄である」と論じている。前述した「西欧の発
展モデル」と吉田の議論を関連づけるならば、日本の社会事業は、「西洋的技術」を受容
しつつ、「社会性＝市民性＝普遍性、専門性＝人格性＝個別性」に基づく自由民主主義の「内
的発展」が併存しない近代化であったといえよう。
　一方、池田（1994：115）は、大正期以降の社会事業には二つの「社会連帯思想」が内
在していたと論じている。一つは「ドイツ歴史学派の社会有機体説に基づく明治以来の考
え方」であり、「個（市民）を相対的なものとして全体（国家あるいは社会）に従属させ
る傾向をもち、自由主義と対立する国家主義的な性格」をもっている。もう一つの「社会
連帯思想」は「大正期に導入されたイギリス、フランスの流れをくむ市民的平等論にもと
づく考え方」であり、「個（市民）を絶対的なものとみる自由を前提とした社会的平等」
が重視される。したがって、日本の社会事業は「西洋的技術」だけでなく社会的・文化的
側面にかかわる欧米の思想も導入していたといえよう。
　以上の議論を整理するならば、日本における社会事業の近代化は「西洋的技術」および
関連する制度・政策をモデルにしつつも独自の社会的・文化的側面を保持していた。その
ため、「社会性＝市民性＝普遍性、専門性＝人格性＝個別性」を重視した組織化や自由主
義的な「内的発展」は進まなかった。一方、社会事業の思想的基盤には特徴を異にする二
つの社会連帯思想が併存していた。さらに日本の社会事業は、制度・政策などの「外的要
因」に基づく近代化が特徴であったと考える。そこで本研究は、このような近代化の特徴
を理論的命題に位置づけ、児童保護の実践を分析したい。
　ところでKocka（=2000：123）によれば、「ふつう個々の研究対象は、より大きい包括
的な問題設定のなかに位置づけることにより、個別のテーマ設定のさらなる根拠づけを図
るべきだ」という。本研究の主題に基づき換言するならば、共時的側面（政治・経済・社
会との諸関係・諸状況）と通時的側面（変容過程）から包括的に児童保護の実践を実証的
に分析・考察することが重要である。そこで本研究は、工場法制定と同じく1911（明治
44）年に開設された東京市職業紹介所の取り組みを分析する。具体的には『東京市職業紹
介所年報（大正元年度～大正八年度）』（東京市1913-1920）の記載事項を分析し、前述し
た理論的命題に基づく以下の作業仮説を考察する。
【作業仮説❶】東京市職業紹介所の組織化は、欧米の社会事業をモデルに設置されたが、
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児童の「社会性＝市民性＝普遍性、専門性＝人格性＝個別性」を重視しなかった。
【作業仮説❷】東京市職業紹介所における児童保護の実践は、特徴が異なる二つの「社会
連帯思想」を内包していた。
【作業仮説❸】東京市職業紹介所における児童保護の実践は、工場法施行という外的要因
で特徴が変容した。
３．分析結果と考察
（１）明治・大正期の法令における児童の概念
　1914（大正3）年発刊の『東京市職業紹介所年報（大正二年度）』（以下「大正二年度年報」
という）は、東京市職業紹介所の附帯事業として開設された児童保護所の実績を記載して
いる。しかしながら、児童保護所が対象とする児童の定義は記されていない。そこで明治
以降に制定された法令をとおして、児童の概念を分析する。
　周知のとおり、1947（昭和22）年に制定された児童福祉法は児童を18歳未満と定義して
いる。では、明治期以降、児童を定義した法令は存在していたのだろうか。
　児童福祉法と同じく法律名に児童を明記した1933（昭和8）年制定の児童虐待防止法は、
第一条において児童を「十四歳未満ノ者」と定義している。一方、児童虐待防止法が制定
されるまで児童を明確に定義づけた法令は極めて少ない。たとえば1893（明治26）年の勅
命第三十四号（市町村立尋常小学校ニ就学スル児童ノ授業料ニ関スル件）は、第一条で「尋
常小学校ニ就学スル全員又ハ或学級ノ児童」と記している。さらに同勅令の根拠となる改
正教育令（明治十八年八月十二日太政官布告第二十三号）第九条は「凡児童六年ヨリ十四
年ニ至ル八箇年ヲ以テ学齢トス」と定義している。また、「学齢」の定義は小学校令（明
治十九年四月十日勅令第十四号）においても同様である。では、児童労働と関連する当時
の法令は、児童をどのように定義しているのだろうか。
　前出の工場法（明治四十四年三月二十九日法律第四十六号）は、第二条で就業年齢の制
限を「十二歳未満ノ者」と定めている。但し、先行研究でも指摘されているとおり、工場
法施行時および「簡易ナル業務」で行政官庁が許可した場合は「十歳以上ノ者」も就業可
能であった。一方、同法は就業時間（第三条）と夜間勤務（第四条）など多くの条文で年
齢制限を「十五歳未満ノ者」と規定している。しかしながら、工場法が規定する業種以外
の分野で働く「十二歳未満ノ者」および「十五歳未満ノ者」は対象から除外された。換言
するならば、児童労働の問題に対する工場法の制度的機能は限定的であったといえよう。
　上述した教育関連法令や工場法と同様、明治期以降に制定された法令の多くは年齢区分
を明文化している。その代表例が1876（明治9）年に制定された民法（太政官布告第四十一号）
の区分（未成年と成年）であろう。また、1872（明治5）年に発布され、1890（明治23）
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年に改正された監獄則（勅令第九十三号）の第十二条は「懲治人ハ左ノ年齢ニ従ヒ其監房
ヲ別異ス　一、満八歳以上十六歳未満ノ者　ニ、満十六歳以上二十未満ノ者　三、満二十
歳以上ノ者」と定めた。さらに1900（明治33）年の制定後、1908（明治41）年に改正され
た感化法（法律第四十三号）第五条は「一、満八歳以上十八歳未満ノ者ニシテ不良行為ヲ
為シ又ハ不良行為ヲ為スノ虞アリ且適当ニ親権ヲ行フモノナク地方長官ニ於テ入院ヲ必要
ト認メタルモノ　二、十八歳未満ノ者ニシテ親権者又ハ後見人ヨリ入院ヲ出願シ地方長官
ニ於テ其ノ必要ヲ認メタル者　三、裁判所ノ許可ヲ経テ懲戒場ニ入ルヘキ者」と規定して
いる。その後、感化法は1922（大正11）年の少年法（法律第四十二号）制定に合わせて「第
五条第一号中『十八歳』ヲ『十四歳』ニ改メ同条ニ左ノ一号ヲ加フ　四、少年審判所ヨリ
送致セラレタル者」と改正された。
　このように明治・大正期は、児童の概念を年齢区分・年齢制限によって規定した法令が
大半である。換言するならば、明治・大正期の法令における児童の概念は、当該法令の制
度設計が基準であったと考える。
　以上の議論は、本研究の作業仮説に関連する重要な事象が示されている。まず、作業仮
説❶との関連で整理するならば、明治・大正期の法令における児童の概念は「社会性＝市
民性＝普遍性、専門性＝人格性＝個別性」を重視していない可能性が高い。何故ならば、
上述の法令は、児童の人格や個別性・市民性を重視する概念規定が明記されていないから
である。この特徴は、作業仮説❷と関連づけることができる。前述した池田の議論に基づ
くならば、児童に関連する明治・大正期の法令は「個（市民）を絶対的なものとみる自由
を前提とした社会的平等」よりも「個（市民）を相対的なものとして全体（国家あるいは
社会）に従属させる（中略）国家主義的」な「社会連帯思想」が基盤ではないかと考える。
また、作業仮説❸の論点から整理するならば、年齢区分・年齢制限による児童の概念規定
は、当該法令の制度設計および国の関連政策が要因であったと考える。
（２）東京市職業紹介所と児童保護所の組織化
　1911（明治44）年11月に公布された東京市の『市立職業紹介所処務規定』（市訓令甲第
四十五号）第一条は「東京市立職業紹介所」（以下「東京市職業紹介所」という）を「職
業紹介所ハ養育院長ノ管理ニ属シ市長ノ指揮監督ヲ受ケ市内活賃ノ失業者及無業者ニ業務
ヲ紹介シ兼テ宿泊ノコトヲ経営ス」と規定している。また、1910（明治43）年に発刊され
た『感化救済小鑑』（内務省地方局1910：43-45）は、東京市養育院が「松平樂翁の七分金
を基礎として明治五年に創立したるものなり。玆に三十有余年の星霜を重ね、種々の沿革
変遷を経て、今や東京市所属慈善事業」であると記している。さらに『明治四十二年度東
京市養育院第三十八回報告』（1910：13）は、東京市養育院の事業が「窮民を救養し不良
少年を収養教育し兼て嘱を受けて行旅病人、棄児、遺児、迷児を救養教育する」ことであ
419
大正期における東京市職業紹介所の児童保護
ると記述している。つまり、東京市職業紹介所は「窮民」や「不良少年」、「行旅病人、棄
児、遺児、迷児」を対象とした東京市養育院による「慈善事業」の一環であった。
　表1で示した「内務省社会局に於て管理する事業」の類型化（生江1923）は、「第五類　
経済的保護」に「職業紹介」と「宿泊保護」を位置づけている。一方、「労働児童保護（少
年職業相談所、少年宿泊所）」は「第七類　児童保護」に分類されている。
　生江が「内務省社会局に於て管理する事業」の類型化を発表した1923（大正12）年は、
職業紹介法制定から二年が経過している。したがって「職業指導における青少年の職業紹
介」が「社会政策」に位置づけられた時期（高瀬1998）の類型化といえよう。では、東京
市職業紹介所が設立された当初、児童保護はどのように位置づけられていたのだろうか。
　表2 ‐ 1・2・3は各年度の『東京市職業紹介所年報』に記載された目次である。このうち、
児童保護の関連事項は『大正二年度年報』以降に記載されている。（表2 ‐ 1）
表2－1　『東京市職業紹介所年報（大正元年度～大正二年度）』の目次
年度 目次
元年度
自1912.4
至1913.3
【第一　沿革並組織】い：沿革、ろ：所在地、は：諸規定（甲：庶務規定、乙：職
業紹介規定、丙：事務取扱手続、丁：求職者心得、戊：宿泊者心得）、に：経費、ほ：
財産、へ：所員
【第二　本年度状況】い：庶務概要、ろ：月別取扱統計、は：求職者（甲：就職希
望業務ト年齢、乙：求職者住所ト在京年数、丙：求職者出生府県別、丁：就職希
望業務ト教育程度）、に：就職者（甲：希望業務ト就職業務、乙：就職業務ト年齢）、
ほ：使用人需要者（甲：需要業務ト需要者住所、乙：需要業務ト賃金）、へ：宿泊
者（甲：宿泊者ノ職業ト年齢、乙：宿泊者出生府県別）、と：保護、ち：慰安教訓、
り：授産
二年度
自1913.4
至1914.3
【第一　沿革並組織】い：沿革、ろ：所在地、は：諸規定（［ア］庶務規定、［イ］
職業紹介規定、［ウ］事務取扱手続、［エ］求職者心得、［オ］宿泊者心得、［カ］
児童保護所事業要領）、に：経費、ほ：財産、へ：所員 【第二　大正二年度事業概況】
い：庶務概要、ろ：月別取扱統計、は：求職者（［ア］就職希望業務ト年齢、［イ］
求職者住所ト在京年数、［ウ］求職者出生府県別、［エ］就職希望業務ト教育程度）、
に：就職者（［ア］希望業務ト就職業務、［イ］就職業務ト年齢）、ほ：使用人需要
者（［ア］需要業務ト需要者住所、［イ］需要業務ト賃金）、へ：宿泊者（［ア］宿
泊者ノ職業ト年齢、［イ］宿泊者出生府県別）、と：児童保護（［ア］保護児童月別
異動、［イ］出生府県別ト上京ノ動機、［ウ］悪化ノ状況ト送致警察署、［エ］収容
時ノ教育ト其年齢、［オ］浮浪原因ト扶養者ノ職業、［カ］浮浪原因ト扶養者ノ種類、
［キ］浮浪原因ト在京並ニ浮浪期間、［ク］教育程度ト嗜好、［ケ］悪化ノ状況並ニ
所持金ノ有無ト年齢、［コ］保護終了事由ト収容期間並ニ一人平均保護日数、［サ］
保護費総額並ニ収納額ト結了事由）、ち：授産（［ア］月別授産成績）、り：慰安及
訓戒
備考：東京市『東京市職業紹介所年報（大正元年度～大正二年度）』（1913～1914）に基づき筆者作成。
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表2－2　『東京市職業紹介所年報（大正三年度～大正六年度）』の目次
年度 目次
三年度
自1914.4
至1915.3
【甲 沿革並組織】い：沿革、ろ：所在地、は：諸規定（一：庶務規定、二：職業
紹介規定、三：事務取扱手続、四：求職者心得、五：宿泊者心得、六：児童保護
所事業要領）、に：経費、ほ：財産、へ：所員 【乙　大正三年度事業概況】い：庶
務概要（一：開設当初ヨリ大正三年度末ニ至ル月別成績統計表、二：月別事務取
扱数）、ろ：求職者（三：求職者出生府県別、四：就職希望業務ト年齢、五：就職
希望業務ト教育程度、六：求職者住所ト在京年数）、は：就職者（七：希望業務ト
就職業務、八：就職業務ト年齢）、に：使用人需要者（九：需要業務ト需要者住所、十：
需要業務ト使用人支給賃金）、ほ：宿泊者（十一：宿泊者ノ職業ト年齢、十二：宿
泊者出生府県別）、へ：児童保護（十三：保護児童月別異動、十四：出生府県別、
十五：保護児童悪化ノ状況ト送致警察署、十六：保護児童ノ収容時ノ教育ト年齢、
十七：保護児童ノ浮浪原因ト扶養者ノ職業、十八：保護児童ノ浮浪原因ト扶養者
ノ種類、十九：保護児童ノ浮浪原因ト在京並ニ浮浪期間、二十：保護終了事由ト
収容期間並ニ一人平均保護日数、二十一：保護費総額並ニ収納額ト結了事由）、と：
授産（二十二：月別授産成績）、ち：慰安及訓戒
四年度
自1915.4
至1916.3
【甲：沿革並組織】※大正三年度と同様のため省略（但し「規定」が「規程」に変更）
【乙　大正四年度事業概況】い：庶務概要（一：開設当初ヨリ大正四年度末ニ至ル
月別成績統計表、二：月別事務取扱数）※以下、大正三年度と同様のため省略
五年度
自1916.4
至1917.3
【第一章：沿革並組織】※大正四年度と同様のため省略
【第二章　大正五年度事業概況】第一：庶務概要（一：開設当初ヨリ大正五年度末
ニ至ル月別成績統計表、二：月別事務取扱数）、第二：求職者（一：求職者出生地
別ト在京年数、二：就職希望業務ト年齢、三：就職希望業務ト教育程度）、第三：
就職者（一：希望業務ト就職業務、二：就職業務ト年齢）第四：需要者（一：需
要業務ト需要者住所、二：需要業務ト使用人支給賃金）、第五：宿泊者（一：宿泊
者職業ト年齢、二：宿泊者出生地別）、第六：児童保護（一：月別収容人員、二：
保護児童ノ出生地別、三：保護児童ノ送致者ト悪化ノ状況、四：保護児童収容当
時ノ年齢ト教育程度、五：保護児童浮浪原因ト在京並浮浪期間、六：保護児童扶
養者ノ関係ト浮浪原因、七：保護児童扶養者ノ職業ト浮浪原因、八：保護終了事
由ト収容期間、九：保護費並弁償金額）、第七：授産（一：月別授産成績）、第八：
慰安及訓戒
六年度
自1917.4
至1918.3
【第一章：沿革並組織】※大正五年度と同様のため省略（但し「所員」が削除された）
【第二章　大正五年度事業概況】第一：庶務概要（一：開設当初ヨリ大正五年度末
ニ至ル月別成績統計表、二：月別事務取扱数）※以下、大正五年度と同様のため
省略
備考：東京市『東京市職業紹介所年報（大正三年度～大正六年度）』（1915～1918）に基づき筆者作成。
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　一方、初年度の『東京市職業紹介所年報（大正元年度）』（以下「大正元年度年報」とい
う）は児童保護に関する目次がない。また、東京市が公布した『市立職業紹介所職業紹介
規程竝事務取扱手続』（市長認可一乙第5711号）においても児童保護を明記する項目は存
在しない。そこで『大正元年度年報』における児童保護の記載状況を検討する。
　まず、『大正元年度年報』の沿革（1913：1）には、東京市職業紹介所の設立経緯が「本
市職業紹介所ハ社会改良事業ノ一機関トシテ明治四十四年十一月中浅草、芝ノ各区内ニ各
一ヶ所翌年三月小石川区内ニ一ヶ所ヲ開設シ専ラ無職者ノ職業紹介、無宿者ノ宿泊等ノ事
業ニ従事ス尚ホ附帯事業トシテ失業者ヲ救済スルノ目的ヲ以テ簡易ナル授産場ヲ又不良少
年保護ノ為メ児童保護所ヲ併置シタリ」と記されている。
　しかしながら、『大正元年度年報』の別の箇所（1913：32）には「求職者並ニ宿泊者ノ
大半ハ漫然上京シタル可憐ノ青年ニシテ彼等ノ身上ヲ聴取シ其処遇ニ便宜ヲ与フルコト亦
本所事業ノ性質上重要事タルヲ信シ其情状ニヨリ帰国或ハ在京縁者ニ引渡ス等相当ノ保護
ヲナシタルモノ少ナカラズ為ニ明年度ヨリ是等青年者ニ対シ特ニ児童保護所ヲ附設シ特別
表2－3　『東京市職業紹介所年報（大正七年度・大正八年度）』の目次
年度 目次
七年度
自1918.4
至1919.3
【第一章：沿革並組織】第一：沿革、第二：所在地、第三：諸規程（一：庶務規程、二：
職業紹介規程、三：事務取扱手続、四：求職者心得、五：宿泊者心得、六：児童
保護所事業要領）、第四：経費、第五：財産、第六：所員　【第二章　大正七年度
事業概況】第一：庶務概要（一：開設当初ヨリ大正七年度末ニ至ル月別成績統計表、
二：月別事務取扱数）第二：求職者（一：求職者出生地別ト在京年数、二：就職
希望業務ト年齢、三：就職希望業務ト教育程度）、第三：就職者（一：希望業務ト
就職業務、二：就職業務ト年齢）、第四：需要者（一：需要業務ト需要者住所、二：
需要業務ト使用人支給賃金）、第五：宿泊者（一：宿泊者職業ト年齢、二：宿泊者
出生地別）、第六：児童保護（一：自大正二年度至大正七年度六ヶ年間ニ於ケル児
童保護成績表、二：月別収容人員、三：保護児童ノ出生地別、四：保護児童ノ送
致者ト悪化ノ状況、五：保護児童収容当時ノ年齢ト教育程度、六：保護児童浮浪
原因ト在京並ニ浮浪期間、七：保護児童扶養者ノ関係ト浮浪原因、八：保護児童
扶養者ノ職業ト浮浪原因、九：保護終了事由ト収容期間、十：保護費並ニ弁償金額）、
第七：授産（一：月別授産成績）、第八：慰安及訓戒
八年度
自1919.4
至1920.3
【第一章：沿革並組織】※大正七年度と同様のため省略
【第二章　大正八年度事業概況】第一：庶務概要（一：月別事務取扱数、二：開設
当初ヨリ大正八年度末ニ至ル月別成績統計表）、第二：求職者（※大正七年度と同
様のため省略）、第三：就職者（※大正七年度と同様のため省略）、第四：需要者
（※大正七年度と同様のため省略）、第五：宿泊者（一：宿泊者職業ト年齢）、第六：
児童保護（一：自大正二年度至大正八年度七ヶ年間ニ於ケル児童保護成績表、※
以下、大正七年度と同様のため省略）、第七：授産（一：月別授産成績）、第八：
慰安及訓戒、附録：職業紹介所ニ関スル新諸規程
備考：東京市『東京市職業紹介所年報（大正七年度・大正八年度）』（1919～1920）に基づき筆者作成。
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ノ保護ヲ与フルコトトナルベシ」と記述されている。つまり、児童保護の必要性は東京市
職業紹介所の運営をとおして認識されたものであり、東京市職業紹介所の「職業紹介規程」
に児童保護を示す条文が記載されていない点も同様の理由ではないかと考える。
　実際、児童保護所事業要領は『東京市職業紹介所年報（大正二年度）』（以下「大正二年
度年報」という）以降に記載されている。つまり、東京市職業紹介所の附帯事業である児
童保護所は、大正二年度から本格的に運用が始まったといえよう。
　以上の議論に基づき、作業仮説を検討する。まず、作業仮説❶に基づき整理するならば、
東京市職業紹介所の組織化は東京市養育院による「慈善事業」の一環であった。具体的に
は「無職者ノ職業紹介、無宿者ノ宿泊等ノ事業」をおこなう「社会改良事業ノ一機関」と
して組織化されたのである。周知のとおり、明治期以降、日本は社会や生活にかかわる欧
米諸国の制度・実践を導入していたが、東京市職業紹介所も欧米諸国の慈善事業や社会事
業（社会改良）をモデルに組織化されたのではないかと考える。
　一方、児童保護所の組織化は、東京市職業紹介所の開設時から企図されていなかった。
既述したように『市立職業紹介所職業紹介規程竝事務取扱手続』（市長認可一乙第5711号）
は児童保護の項目を記載していない。また、『大正元年度年報』（1913：32）は「求職者並
ニ宿泊者ノ大半ハ漫然上京シタル可憐ノ青年ニシテ（中略）是等青年者ニ対シ特ニ児童保
護所ヲ附設シ特別ノ保護ヲ与フルコトトナルベシ」と記しており、児童保護所の組織化
は「無職者ノ職業紹介、無宿者ノ宿泊等ノ事業」をとおして必要性が認識された。つまり、
児童保護所の組織化は、東京市職業紹介所における実践的課題が契機であったと考える。
（２）児童保護所における事業内容と支援対象者の特徴
　『東京市職業紹介所年報（大正二年度～大正八年度）』に記載された児童保護所事業要綱
では、同事業の目的を「職業紹介所ノ附帯事業ニシテ市内浮浪少年男女ヲ収容シ其悪化ヲ
防ギ境遇ヲ改善セントスルニアリ」と記している。この目的は、児童保護所事業要綱が初
めて記載された『大正二年度年報』から『東京市職業紹介所年報（大正八年度）』（以下「大
正八年度年報」という）まで変わっていない。同様に児童保護所事業要綱の収容期間・収
容方法・収容中の処遇・保護種別・処遇者の引渡し等・保護所の設備・保護費弁償も『大
正二年度年報』から『大正八年度年報』まで同じ内容を示している。（表3）
　前述したとおり、児童保護所の組織化は東京市職業紹介所における実践的課題が契機で
あったと考える。一方、児童保護所事業要綱の諸規定（表3）は、感化法や警察組織との
関連性を記しており、制度・政策に基づき運営されていたことがわかる。では、どのよう
な外的要因が児童保護所と制度・政策を結びつけたのだろうか。
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　表4は『東京市職業紹介所年報（大正二年度～大正八年度）』に記載された児童保護所の
設立経緯を示す箇所である。この表からも理解できるとおり、児童保護所の設立経緯には、
当時の社会的背景と関連する事象が記されている。それは「東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘
徊浮浪スルモノ又ハ宿ルベキ家ナクシテ将ニ浮浪生活ニ陥ラントスル少年少女ノ数ハ必ラ
ズシモ少数ニ非ズシテ其憐ムベキ状態ト社会ニ及ボス害毒トハ世人ノ齋シク認知スル所ニ
シテ彼等ヲ救護スルノ必要ナルコト亦論ヲ俟タザル所ナリトス」（表4：六年度）という箇
所である。年度ごとの表現は異なるが、『大正三年度年報』以降の設立経緯も類似した内
容である。したがって、児童保護所は「東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘徊浮浪スル者又ハ頼
ルベキモノナクシテ将ニ浮浪セントスル児女」（表4：七年度・八年度）の増加という外的
要因と制度・政策が結びつき、諸規定が整備されたのではないかと考える。
　一方、大正四年度から大正八年度の設立経緯（表4）には、児童保護所設立の契機と関
連する事柄が記されている。
表3　大正二年度から大正八年度にかけて変更されなかった児童保護所事業要綱の項目
項目 内容
収容期間 約十五日以内ニ保護者ニ引渡シ又ハ奉公口ヲ求メテ退所セシム
収容方法 警察官署ヲ経テ収容ス
収容中の
処遇
❶身分、親許等ヲ調ベ且ツ奉公口等ヲ求ムル、❷毎日簡易ナル学科ヲ授クル、❸修身
的訓戒ヲ行フ、❹傷痍、疾病、死亡ノ場合ハ行路病者ニ準ジ警察官署又ハ区役所ニ托
シ便宜ノ取扱ヲナス
保護種別 ❶扶養義務者其他ニ引渡スベキ種類ノモノ、❷職業ヲ紹介シテ奉公ニ出スベキモノ、
❸感化院ニ送致スベキモノ、❹感化院以外ノ救護場ニ引渡スベキモノ
処遇者の
引渡し等
❶前条第一項（※本表の保護種別❶）該当者ハ扶養者其他ヲ本所ヘ呼出シテ本人ヲ引
渡ス、❷前条第二項（※本表の保護種別❷）該当者ハ本所ニ於テ便宜職業紹介ヲ行ヒ
就職セシム、❸前条第三項（※本表の保護種別❸）即チ感化法第五条第一項該当者ニ
対シテハ東京市長ニ於テ相当取扱ヲナシ又（感化法第五条）第二項該当者ニ対シテハ
親権者又ハ後見人ヨリ相当手続ヲナサシメタル上感化院ヘ送致スルコト、❹前条第四
項（※本表の保護種別❹）該当者ニ対シテハ警察官署又ハ区役所ニ於テ便宜ノ取扱ヲ
受ケタル上救護場ニ引渡スコト
保護所の
設備
過度ノ検束ハ勿論不可ナルモ勉メテ逃走ヲ避クルノ設備ヲナス
保護費
弁償
収容日及送還費等ハ全テ引取人ニ於テ弁償セシム
収容者費：一日金二十銭　其他：実費　※保護種別❸・❹該当者を除く
備考：東京市『東京市職業紹介所年報（大正二年度～大正八年度）』（1914～1920）に基づき筆者作成。
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表4　『東京市職業紹介所年報』に記載された児童保護所の設立経緯
年度 児童保護所の設立経緯
二年度 本保護所ハ（中略）目下小石川紹介所内ニ附設シ所謂浮浪少年男女ニ対シ特別ノ保護ヲ
与ヘツツアリ
三年度 浅草公園等ヲ中心トシテ集合群居スル多数ノ浮浪少年ガ自カラヲ毒シ又社会ヲ毒スルノ
弊害如何ニ甚ダシキカハ今更玆ニ言ヲ要セザルハ勿論トス（中略）本所ハ其当初ヨリ為
シ得ル程度二於テ彼等ノ保護ニ努メ或ハ帰国セシメ或ハ在京ノ縁辺者ニ引キ渡シタルモ
ノ尠ナカラザリシガ其効果良好ナルモノアルヲ認メ（中略）児童保護部ヲ特設シ以テ前
記浮浪少年及将ニ浮浪セントスル少年少女ヲ収容シテ彼等ノ境遇ヲ改善シ其堕落ヲ防止
スルノ目的ニ備ヘタリ
四年度 市内ニ於テ浮浪シ又ハ浮浪ニ陥ラントシツツゝアル少年少女ノ数ハ必スシモ少数ニ非ス
シテ其憐レムヘキ状態ト社会ニ及ホスヘキ害毒トハ世人ノ夙ニ認ムル所ニシテ彼等ヲ救
護スルノ必要ナルコトモ亦タ論ヲ俟タサル所トス（中略）本紹介所開設以来少年求職者
ニ対シテハ特ニ之レカ保護ニ努メ或者ハ故郷二帰ラシメ或者ハ在京縁辺者ニ引渡シ又或
者ハ就職口ヲ与ヘ遣リタルモノ等尠カラサリシカ其効果良好ニシテ（中略）児童保護所
ヲ特設シ以テ彼等ノ堕落ヲ防止シ境遇ヲ改善スルノ目的ニ備ヘタリ
五年度 市内ニ於テ浮浪シ又ハ浮浪ニ陥ラントスル児童ノ憐ムヘク危険ナル境遇ニ対シ救護ノ必
要ナルハ世人ノ夙ニ認ムル所ナリ、故ニ本所ハ当職業紹介所開設以来少年求職者ニ対シ
テ特ニ之レカ保護ニ努メ細心ノ注意ヲ以テ其処遇法ヲ講シツツアリシカ其効果良好ニシ
テ（中略）児童保護所ヲ特設シテ以テ彼等ノ境遇ヲ改善シ悪化ヲ防止スルノ目的ニ備ヘ
タリ
六年度 東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘徊浮浪スルモノ又ハ宿ルベキ家ナクシテ将ニ浮浪生活ニ陥
ラントスル少年少女ノ数ハ必ラズシモ少数ニ非ズシテ其憐ムベキ状態ト社会ニ及ボス害
毒トハ世人ノ齋シク認知スル所ニシテ彼等ヲ救護スルノ必要ナルコト亦論ヲ俟タザル所
ナリトス故ニ本所ハ開設以来少年求職者ニ対シテハ特ニ細心ノ注意ヲ以テ之レガ保護ニ
努メ或者ハ扶養義務者又ハ縁故者ニ引渡シ或者ハ就職口ヲ与ヘ遣リタルモノ等尠カラザ
リシガ其効果良好ニシテ（中略）児童保護所ヲ設置シ以テ彼等ノ境遇ヲ改善シ堕落ヲ防
止スルノ目的ニ備ヘタリ
七年度 東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘徊浮浪スル者又ハ頼ルベキ者ナクシテ将ニ浮浪セントスル
児女ノ数ハ必ズシモ少数ニ非ズ其憐レムベク危険ナルコトハ有識者ノ夙ニ認ムル所ナリ
故ニ本所ハ開設以来少年ノ求職者ニ対シテハ特ニ細心ノ注意ヲ以テ之レガ保護ニ努メ或
者ハ父兄ニ引渡シ或者ハ職業ヲ紹介セシガ其効果良好ニシテ（中略）児童保護部ヲ設置
シ以テ彼等ノ境遇ヲ改善シ堕落ヲ防止スルノ目的ニ備ヘタリ
八年度 東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘徊浮浪スル者又ハ頼ルベキモノナクシテ将ニ浮浪セントス
ル児女ノ数ハ必ズシモ少数ニ非ズ其憐レムベク危険ナルコトハ有識者ノ夙ニ認ムル所ナ
リ故ニ本所ハ開設以来少年ノ求職者ニ対シテハ特ニ処遇上細心ノ注意ヲ以テ之レガ保護
ニ努メ或者ハ父兄ニ引渡シ或者ハ職業ヲ紹介セシガ其効果良好ニシテ（中略）児童保護
部ヲ設置シ以テ彼等ノ境遇ヲ改善シ日時ニ堕落ヲ防止スルノ目的ニ備ヘタリ
備考：東京市『東京市職業紹介所年報（大正二年度～大正八年度）』（1914～1920）に基づき筆者作成。
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　また、前後の文脈から「少年求職者」は「東京市ヲ中心トシテ諸所ヲ徘徊浮浪スル者又
ハ頼ルベキモノナクシテ将ニ浮浪セントスル児女」が主体であったことも理解できる。さ
らに前出の『大正元年度年報』（1913：32）は「求職者並ニ宿泊者ノ大半ハ漫然上京シタ
ル可憐ノ青年」が「無職者ノ職業紹介、無宿者ノ宿泊等ノ事業」の対象者であったと記し
ている。では、東京市職業紹介所（大正元年度）および児童保護所（大正二年度以降）は、
どのような支援をおこなっていたのだろうか。
　表5は、各年度の『東京市職業紹介所年報』に記載された就職希望者数（15歳未満）の
経年変化を示している。
　東京市職業紹介所が対応した15歳未満の就職希望者は、大正元年度から大正五年度に至
る期間が増加している。しかしながら、男性は大正四年度から大正五年度の期間に微減し、
女性の就職希望者数は増減を繰り返している。また、大正六年度は男女共に激減し、大正
七年度から大正八年度にかけて再び増加している。特に大正八年度は男性が激増し、大正
元年度と比較した場合、約6倍の就職希望者数である。一方、女性の人数は男性と比べて
全般的に少なく、大正元年度から大正八年度に至る経年的な変動も微増である。では、大
正六年度に15歳未満の就職希望者が激減した要因は何であろうか。
　表6は、児童保護所事業要綱の項目に記された収容人員と所在地の経年変化である。こ
の表からも理解できるとおり、15歳未満の就職希望者が激減した大正六年度は、児童保護
所の収容人員が25人に増加している。さらに大正七年度は収容人員が35人となった。また、
大正六年度は所在地が当初の小石川職業紹介所内に移転している。
表5　『東京市職業紹介所年報』に記載された15歳未満の就職希望者数
年度 15歳未満の男性 15歳未満の女性 合計
人数 指数 人数 指数 人数 指数
元年度 21 100 6 100 27 100
二年度 31 148 6 100 37 137
三年度 58 276 8 133 66 244
四年度 79 376 3 50 82 304
五年度 78 371 5 83 83 307
六年度 19 90 1 17 20 74
七年度 39 186 7 117 46 170
八年度 153 729 8 133 161 596
備考：1）東京市『東京市職業紹介所年報（大正元年度～大正八年度）』（1913～1920）に基づき筆者
作成。2）指数は元年度を100とした場合の数値（小数点以下四捨五入）。
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　収容人員と所在地の変動について『東京市職業紹介所年報（大正六年度）』（1918：62、
以下「大正六年度年報」という）は「始メ本所ハ小石川職業紹介所内ニ併置セラレ大正四
年七月事務ノ都合上浅草職業紹介所内ニ移セシガ大正六年度以降東京府ヨリ事業費補助ト
シテ金一千円ヲ受ケ収容者一日ノ定員十名ヲ二十五名ニ増加セル結果設備拡張ノ必要ヲ生
ジタルニヨリ大正六年再ビ小石川職業紹介所内ニ移セリ」と記している。
　さらに一日あたりの収容人員が35人に増加した翌年度の『東京市職業紹介所年報（大正
七年度）』（1919：61、以下「大正七年度年報」という）は「大正七年度ヨリハ更ニ補助額
ヲ金一千六百円ニ増加セラレ郡部児童ヲモ収容スルコトトナリ一日ノ定員ヲ三十五名ニ増
加セリ」と記述している。
　このように大正六年度・七年度の収容人員増加は、東京府による補助金の増額が理由で
あった。『東京府治概要』（1919：200-201）によれば、東京府は児童保護所を「感化事業
を徹底せしめ並児童保護上の一新施設」と位置づけ、「不良浮浪其の他適当なる保護者を
有せざる児童を発見したる時は其の発見者の区町村当局者たると警察官吏たると将た私人
たるとを問は直に之を該保護所に送致せしめ保護所は是等児童の短期的収容を為すと同時
にその間各個の性行経歴等を調査して或は帰国せしめ或は親元雇主等に帰し或は就職せし
め又或は病院感化院其の他の救済施設に入らしむる等要するに夫々各自の性能に適応せる
保護方法を講するに在り本施設の開始は感化院生収容に関する欠陥を補ふに於て裨益する
所少なからず」と記している。
　当時の東京府に於ける「不良少年少女の数は（中略）男子三千二百余名少女二百余名合
計三千四百余名にして此の内感化院に収容の必要を認むるもの九百を超ゆるの実情に在り
て現在の施設は到底其の要求を充たすに足らず特に女子感化院の設立の如き此の際最も其
の必要を認るものなり」（『東京府治概要』1919：198）という状況だった。そこで東京府は「感
化院生収容に関する欠陥を補ふ」ため、「東京市小石川職業紹介所附設男児一時保護所」（本
研究の分析対象である児童保護所）と「基督教婦人矯風会東京婦人ホーム附設女児一時保
護所」に補助金を支給した。その金額は、大正六年度が千円、大正七年度が千六百円、大
正八年度が二千五百円と経年的に増加している。では、東京府の補助金支給によって、児
童保護所の取り組み（収容・保護）は変容したのだろうか。
表6　児童保護所事業要綱における収容人員と所在地の経年変化
二年度 三年度 四年度 五年度 六年度 七年度 八年度
収容人員 10 10 10 10 25 35 35
所 在 地 小石川 小石川 浅草 浅草 小石川 小石川 小石川
備考：1）東京市『東京市職業紹介所年報（大正二年度～大正八年度）』（1914～1920）に基づき筆者
作成。2）表中の「小石川」「浅草」は小石川・浅草職業紹介所内を示す。
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　表7は、児童保護所に収容・保護された児童の収容人員と異動状況である。東京府が補
助金を支給した大正六年度、児童保護所の収容人員は大正二年度（表7の初年度）の二倍
となった。さらに補助金が増額された大正七年度・大正八年度も収容人員は大正二年度の
二倍強を推移している。
　異動事由で経年的に漸次増加している項目は扶養者引渡である。また、経年的に増減が
みられる感化院送致と就職は、各年度の指数からも理解できるとおり、大正二年度よりも
人数が増加している。とりわけ、感化院送致は収容人員が減少した大正五年度も前年度比
で増加している。さらに大正六年度から大正八年度の収容人員と感化院送致を比較した場
合、他の異動事由（扶養者引渡および就職）よりも明らかに多い数値である。つまり、大
正五年度以降の児童保護所は、補助金を支給する東京府の政策、すなわち「感化事業を
徹底せしめ（中略）感化院生収容に関する欠陥を補ふ」（『東京府治概要』1919：200-201）
機能が強化されたのではないかと考える。
　一方、異動事由の就職は、経年的な増減を繰り返している。そこで児童保護所入所者（以
下「入所者」という）の就職状況を整理したところ、大正二年度から大正八年度に至る入
表7　児童保護所に収容・保護された児童の収容人員と異動状況
年度 収容人員
異動事由
扶養者引渡 救護場引渡 感化院送致 就職 逃亡 残留児童
二年度
［内訳］
234 （100）
M214  F20
41 （100）
M35  F6
17 （100）
M14  F3
1 （100）
M1  F0
102 （100）
M93  F9
66 （100）
M66  F0
7 （100）
M5  F2
三年度
［内訳］
398 （170）
M383  F15
45 （110）
M40  F5
11 （65）
M10  F1
11 （1100）
M11  F0
122　（120）
M113  F9
211 （320）
M207  F2
7 （100）
M7  F0
四年度
［内訳］
391 （167）
M388  F3
46 （112）
M45  F1
3 （18）
M3  F0
8 （800）
M8  F0
166 （163）
M166  F0
164 （248）
M162  F2
11 （157）
M11  F0
五年度
［内訳］
361 （154）
M347  F14
63 （154）
M59  F4
13 （76）
M12  F1
14 （1400）
M14  F0
183 （179）
M175  F8
93 （141）
M92  F1
6 （86）
M6  F0
六年度
［内訳］
468 （200）
M462  F6
136 （332）
M133  F3
14 （82）
M13  F1
44 （4400）
M44  F0
172 （169）
M170  F2
99 （150）
M99  F0
9 （129）
M9  F0
七年度
［内訳］
493 （211）
M493  F0
187 （456）
M187  F0
8 （47）
M8  F0
96 （9600）
M96  F0
140 （137）
M140  F0
52 （79）
M52  F0
11 （157）
M11  F0
八年度
［内訳］
495 （212）
M493  F2
197 （480）
M197  F0
5 （29）
M5  F0
78 （7800）
M78  F0
167 （164）
M167  F0
44 （67）
M44  F0
15 （214）
M13  F2
備考：1）東京市『東京市職業紹介所年報（大正元年度～大正八年度）』（1913～1920）に基づき筆者
作成。2）各項目の数値は人数を示す。3）各項目の内訳におけるMは男性（male）、Fは女性（female）
を示す。4）括弧内の数値は二年度を100とした場合の指数（小数点以下四捨五入）。
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所者の就職状況は、多様な職種から特定の職種に集約されるという通時的な傾向がみられ
た。また、入所者の就職先は少数の労働者を雇用する職種が多い。（表8）
　この表からも理解できるとおり、大正三年度・四年度は「煉瓦製造業」に職工として就
職した入所者も多い。さらに工場法施行後も多数の入所者が職工として就職している。大
正五年度以降に職工として入所者を雇用した就職先は工場法の規定対象も含まれるだろう。
しかしながら、各年度の『東京市職業紹介所年報』には職工の就職先の規模や工場法との
関連性が記載されていない。また、就職した入所者の年齢も記されていない。そこで既述
した工場法の年齢制限に基づき入所者の年齢を分類し、感化院送致数および就職総数、職
工の就職者数（以下「職工就職数」という）と比較分析する。
表8　入所者の就職状況（各年度の就職者数と就職業務）
年度 就職者数 就職業務
二年度 1～9人 給仕、鉄工業、西洋洗濯屋、書籍店、玩具製造、八百屋、子守、大工、製本業、
他19種
10人以上 魚商（10人）、洋傘製造業（24人）
三年度 1～9人 給仕、鉄工業、西洋洗濯屋、子守、大工、メリヤス製造業、染物屋、菓子商、
他19種
10人以上 肥料製造業（18人）、煉瓦製造業（47人）、製本業（51人）
四年度 1～9人 職工、給仕・書生・配達、豆腐・魚商、蒔書師、文房具・薬品等、雑貨荒物、
他15種
10人以上 ブリキ職（10人）、帝国煉瓦会社職工（18人）、農業（20人）
五年度 1～9人 給仕、配達、女中
10人以上 農業（12人）、小僧（25人）、徒弟（53人）、職工（76人）
六年度 1～9人 給仕、配達、女中、店員
10人以上 農漁業（11人）、書生（13人）、小僧（35人）、徒弟（47人）、職工（53人）
七年度 1～9人 給仕、配達、店員、其他
10人以上 農業（12人）、書生（12人）、小僧（15人）、徒弟（27人）、職工（49人）
八年度 1～9人 給仕、配達、店員、農業、書生
10人以上 其他（11人）、小僧（36人）、徒弟（39人）、職工（57人）
備考：1）東京市『東京市職業紹介所年報（大正元年度～大正八年度）』（1913～1920）に基づき筆者
作成。2）就職業務の名称は原文どおりに記した。3）10人以上の就職業務には各業務の就職者数（括
弧内）を記した。
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　表9からも理解できるとおり、入所者総数は通時的に増減している。同様に14歳以下と
15歳以上の人数も各年度の増減がみられる（但し、東京府が補助金を支給した大正六年度
以降の入所者総数は微増を維持している）。また、14歳以下の人数は大正三年度から大正
五年度にかけて減少し、東京府が補助金支給を開始した大正六年度以降も増減を繰り返し
ている。一方、15歳以上の人数は大正三年度と比較して同数もしくは増加しており、14歳
以下の通時的特徴と異なる傾向を示した。
　異動事由の中で顕著な増加傾向を示す感化院送致は、東京府が補助金を支給した大正六
年度以降、大正三年度の四倍以上に急増している。一方、就職総数は大正三年度よりも増
加しているが、通時的に増減を繰り返している（但し、実数は感化院送致よりも就職総数
が常に多い）。さらに工場法と関連する職工就職数は大正四年度に激減し、大正五年度以
降は増減傾向がみられる。このように児童保護所の入所者は15歳以上の児童が比較的多く、
就職総数は経年的な増減を繰り返しつつも異動事由の実数として最も多かった。また、異
動事由の感化院送致は大正六年度以降に急増しており、補助金支給に伴う東京府の政策的
影響が要因と考える。
　以上の議論からも理解できるとおり、児童保護所は、労働に従事する児童の保護よりも
感化法を基盤とした政策的な役割を担ってきたといえよう。また、作業仮説❷の側面から
整理するならば、児童保護所の実践は「徘徊浮浪スル者又ハ（中略）浮浪セントスル児女」
の「憐ムベキ状態ト社会ニ及ボス害毒」の改善という両面価値的な「社会連帯思想」を内
包していたのではないかと考える。さらに作業仮説❸と関連づけるならば、児童保護所に
おける実践の通時的変容は、工場法施行よりも感化法の関連政策・制度が外的要因であっ
たと考える。
表9　入所者の年齢分類と異動事由（感化院送致、就職総数、職工就職数）
三年度 四年度 五年度 六年度 七年度 八年度
感化院送致 11（100） 8（　73） 14（127） 44（400） 96（873） 78（709）
就職総数 122（100） 166（136） 183（150） 172（141） 140（115） 167（137）
職工就職数 47（100） 18（　38） 76（162） 53（113） 49（104） 57（121）
入所者総数 398（100） 391（　98） 361（　91） 468（118） 493（124） 495（124）
14歳以下 170（100） 156（　92） 133（　78） 153（　90） 149（　88） 188（111）
15歳以上 228（100） 235（103） 228（100） 315（138） 344（151） 307（135）
備考：1）東京市『東京市職業紹介所年報（大正三年度～大正八年度）』（1915～1920）に基づき筆者
作成。2）各項目の数値は人数を示す。3） 括弧内の数値は三年度を100とした場合の指数（小数点以
下四捨五入）。なお、本表は職工就職数が初めて記載された三年度を基準に指数を設定した。
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４．まとめ
　上記の分析・考察から得られた結論（作業仮説の検討結果）は、以下のとおりである。
【作業仮説❶】①明治・大正期の法令における児童の概念は「社会性＝市民性＝普遍性、
専門性＝人格性＝個別性」を重視していない可能性が高い。②東京市職業紹介所の組織化
は欧米諸国の慈善事業や社会事業（社会改良）をモデルに組織化された。
【作業仮説❷】①児童に関連する明治・大正期の法令は国家主義的な社会連帯思想が基盤
であった。②児童保護所の実践は「徘徊浮浪スル者又ハ（中略）浮浪セントスル児女」の「憐
ムベキ状態ト社会ニ及ボス害毒」の改善という両面価値的な社会連帯思想を内包していた
可能性が高い。
【作業仮説❸】①明治・大正期の法令における児童の概念規定は、当該法令の制度設計お
よび国の関連政策が外的要因であった。②児童保護所における実践の通時的変容は、工場
法施行よりも感化法の関連政策・制度が外的要因であった。
　本研究で明らかになった新たな研究課題は、就労中の児童に対する支援の実態解明であ
る。また、経済・労働状況の側面から児童保護の実態を分析する研究も今後の課題として
残されている。
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